
第１２章 砂  防 

 

 

１ 本県の概況 

 

 奥羽山脈と出羽丘陵が中央を並行して縦断する本県は、県土のおよそ７割を山地が占め、しか

も急峻で複雑かつ脆弱な地形・地質構造となっている。 

 本県特有のこの地形・地質により、例年融雪期、梅雨期の長雨や台風期の集中豪雨時に、しば

しば各地で土石流・地すべり・がけ崩れ等の｢土砂災害｣が発生しており、ときには人身の損傷や

人家の倒壊など被害を及ぼしている。 

 このような土砂災害の防止、被害の軽減を図るため、「やまがた水害・土砂災害対策中期計画

2019～2028」に基づき、「人命第一の緊急避難体制の強化」、「確実で効果的な砂防関係施設の

整備」、「効率的・効果的な維持管理」の三つの柱を掲げ、総合的な土砂災害対策を推進してい

く。 

  

 

２ 土砂災害対策 

 

 本県の土砂災害対策の取組みとしては、これまでも、土砂災害危険箇所の把握に努め、着実に

土砂災害対策を推進してきた。しかし、現在においても整備率が27％と依然として低い整備水準

にとどまっている状況であり、今後とも土砂災害から県民の生命と財産を守るため、関係機関と

連携を図り、ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせた総合的な土砂災害対策の推進が必要

である。 

総
合
的
な
土
砂
災
害
対
策

土砂災害防止施設

（ハード）の整備

警戒避難体制等

（ソフト）の整備

地すべり防止施設の整備（排水施設、排土、盛土等）

砂防設備の整備（砂防えん堤、渓流保全工等）

急傾斜地崩壊防止施設の整備（法枠工、擁壁工等）

雪崩防止施設の整備（予防柵工、防護柵工等）

土砂災害警戒情報等の提供（警戒避難に資する情報の提供）

土砂災害警戒区域等の周知
（インターネット等による公表、土砂災害ハザードマップ作成支援）

土砂災害防止法に基づく土砂災害警戒区域等の指定
（警戒避難体制整備の支援、特定開発行為に対する許可制、建築
物の構造規制、移転勧告及び移転者への融資、資金の確保）

土砂災害防止法に基づく土砂災害緊急情報の通知・周知
（大規模地滑り災害が急迫している状況の場合、市町村が適切に
避難指示の判断等を行えるように緊急調査を実施し、情報を提供）
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（１）土砂災害防止施設等（ハード）の整備 

砂防事業、急傾斜地崩壊対策事業、地すべり対策事業及び雪崩対策事業の実施により、県民

の生命と財産を守るため、効率的・計画的に土砂災害対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）警戒避難体制の整備等ソフト対策の推進 

土砂災害から県民の生命を守るため、土砂災害の

おそれのある区域について危険の周知、警戒避難体

制の整備、住宅等の新規立地の抑制、既存住宅の移

転促進等のソフト対策を推進する。 

平成２８年３月に公開した「土砂災害警戒システ

ム」では、土砂災害危険度情報や土砂災害警戒区域

等を分かりやすく情報提供しており、市町村による

適切な避難勧告等の発令や住民の自主避難の判断

を支援している。 

また、関係機関との連携のもとに、自主的な防災活動の活性化に向けた住民参加によるハザ

ードマップの作成支援として、手引きを策定し、市町村や地域住民へのアドバイス等を行って

いる。 

 「住民参加によるハザードマップ作成の手引き（H21 策定）」及びハザードマップ作成状況 

土砂災害警戒システム（インターネットで公開） 
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自力避難が困難な高齢者が入居されている老人ホーム等の要配慮者利用施設に対しては、施

設管理者のための警戒避難体制づくりの手引きを策定し、施設向けハザードマップ作成、避難

訓練、学習会などを行い、警戒避難体制づくり等を支援している。 

 

 

３ 土砂災害防止法について 

正式名称は「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」で、平成13

年４月１日から施行されている。 

本法の目的は、土砂災害から国民の生命及び身体を保護するため、土砂災害が発生するおそれ

がある土地の区域を明らかにし、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、著しい

土砂災害が発生するおそれがある土地の区域において一定の開発行為を制限し、建築物の構造の

規制に関する所要の措置を定めるほか、土砂災害の急迫した危険がある場合において避難に資す

る情報を提供すること等により、土砂災害の防止のための対策の推進を図ることにある。 

 

災害対策基本法に基づく避難指示等［市町村］

土砂災害警戒区域の指定［都道府県知事］
（住民等の生命または身体に危害が生じるおそれがある区域）

土砂災害特別警戒区域の指定［都道府県知事］
（建築物に損壊が生じ住民等の生命または身体に著しい危害が生ずる
おそれがある区域）

対象となる土砂災害：土石流、地滑り、急傾斜地の崩壊

土砂災害防止対策基本指針の作成［国土交通大臣］

●土砂災害防止法に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に関する基本的な事項
●基礎調査の実施について指針となるべき事項
●土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定について指針となるべき事項
●土砂災害特別警戒区域内の建築物の移転等その他土砂災害防止法に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に関し指針となるべき事項
●危険降雨量の設定並びに土砂災害警戒情報の通知及び周知のための必要な措置について指針となるべき事項
●緊急調査の実施について指針となるべき事項
●土砂災害緊急情報の通知及び周知のための必要な措置について指針となるべき事項

基礎調査の実施［都道府県］

●土砂災害警戒区域の指定等のため、地形や土地利用状況等必要な
調査を実施

●基礎調査の実施後、図面により速やかに結果を公表

警戒避難体制の整備［市町村］
●土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に対する警戒避難体制を整備
●ハザードマップの作成・配付

●特定開発行為に対する許可制
●建築物の構造規制（都市計画区域外も建築確認の対象）
●建築物の移転等の勧告
●移転者への融資や資金の支援制度

緊急調査の実施［国土交通大臣・都道府県］

●都道府県は、重大な土砂災害が急迫した危険が予想される場合に、
土砂災害が想定される土地の区域及び時期を明らかにするため
緊急調査を実施

●緊急調査に特に高度な専門知識及び技術を要する場合は、
国が緊急調査を実施

土砂災害緊急情報の通知等 ［国土交通大臣・都道府県］

●市町村の避難指示の判断に資するため、緊急調査で得られた土砂災害
の想定される土地の区域及び時期に関する情報を県、市町村に通知及び
一般に周知

●災害対策基本法に基づき防災に関する体制の確立
（市町村地域防災計画・避難判断基準等警戒避難に関する事項の確立）

「災害時要援護者関連施設管理者のための警戒避難体制づくりの手引き（H23 策定）」及び避難訓練・学習会状況 
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【対象となる土砂災害】 

本法は、がけ崩れ、土石流、地すべりを対

象としている。 

【基礎調査】 

土砂災害の発生するおそれがある土地に

関する地形、地質等の状況、土地の利用状況

等を調査し、警戒区域等の指定や警戒避難体

制の整備等に必要な基礎的な情報を収集す

る。 

【区域の指定】 

基礎調査に基づき、土砂災害のおそれがあ

る区域を土砂災害警戒区域として指定する。

また、警戒区域のうち、土砂災害により建築

物に損壊が生じ住民等に著しい危害が生じ

るおそれがある区域を土砂災害特別警戒区

域として指定する。 

【土砂災害警戒区域】 

土砂災害が発生した場合に、住民等の生命

又は身体に危害が生ずるおそれがある区域

であり、市町村地域防災計画への記載、危険

の周知、警戒避難体制の整備を行う。 

【土砂災害特別警戒区域】 

土砂災害が発生した場合に、建築物に損壊が

生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生

ずるおそれがある区域で、特定の開発行為に対

する許可制、建築物の構造規制、建築物の移転

等の勧告及び支援措置（住宅金融支援機構の融

資、土砂災害等危険住宅移転促進事業による補

助）、宅地建物取引における措置等を行う。 

区域指定のイメージ（土石流） 

区域指定のイメージ（地すべり） 

区域指定のイメージ（がけ崩れ） 
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【緊急調査】 

重大な土砂災害の急迫している状況において、土砂災害

が想定される土地の区域及び時期を明らかにするため、特

に高度な技術を要する場合は国土交通省が、その他の場合

については都道府県が緊急調査を行う。 

なお、都道府県が緊急調査を行う対象は、地すべりであ

り、地割れや建築物等に亀裂が発生又は広がりつつある場

合かつおおむね10戸以上の人家に被害が想定される場合で

ある。 

【土砂災害緊急情報】 

国土交通省又は都道府県は、緊急調査の結果に基づき当該土砂災害が想定される土地の区域及

び時期に関する情報を、関係自治体の長に通知するとともに、一般に周知する。 

 

 

平成31年３月31日現在の山形県内における土砂災害警戒区域等指定状況 

土石流 地すべり 急傾斜地 計

うち特別 うち特別 うち特別 うち特別

山 形 市 93 67 25 0 133 130 251 197

上 山 市 93 68 44 0 91 88 228 156

天 童 市 28 20 1 0 29 29 58 49

山 辺 町 20 15 14 0 20 20 54 35

中 山 町 3 0 0 0 4 4 7 4

寒 河 江 市 34 13 14 0 84 79 132 92

河 北 町 9 6 2 0 15 14 26 20

西 川 町 54 32 36 0 85 82 175 114

朝 日 町 49 26 41 0 96 90 186 116

大 江 町 33 24 20 0 50 49 103 73

村 山 市 38 16 19 0 39 34 96 50

東 根 市 38 25 0 0 35 33 73 58

尾 花 沢 市 29 19 4 0 36 36 69 55

大 石 田 町 21 11 14 0 8 6 43 17

新 庄 市 17 7 5 0 24 19 46 26

金 山 町 38 21 1 0 46 46 85 67

最 上 町 55 35 3 0 39 38 97 73

舟 形 町 28 17 27 0 40 36 95 53

真 室 川 町 59 30 54 0 148 139 261 169

大 蔵 村 3 0 53 0 38 38 94 38

鮭 川 村 39 20 52 0 46 43 137 63

戸 沢 村 36 23 56 0 71 70 163 93

米 沢 市 152 118 9 0 90 89 251 207

南 陽 市 91 75 38 0 74 73 203 148

高 畠 町 51 47 1 0 39 39 91 86

川 西 町 36 32 17 0 9 9 62 41

長 井 市 47 35 0 0 22 22 69 57

小 国 町 149 104 9 0 51 50 209 154

白 鷹 町 116 70 12 0 53 52 181 122

飯 豊 町 48 31 5 0 12 12 65 43

鶴 岡 市 468 264 101 0 444 430 1,013 694

酒 田 市 182 96 76 0 200 193 458 289

三 川 町 0 0 0 0 0 0 0 0

庄 内 町 31 10 9 0 40 40 80 50

遊 佐 町 12 10 0 0 20 20 32 30

山 形 県 2,172 1,365 750 0 2,224 2,145 5,146 3,510

市 町 村 名

指定箇所数

 

※区域が市町村境界を跨ぐ場合があるため、市町村の区域数の和と「山形県」の数値が一致しないことがある。 

緊急調査のイメージ（地すべり） 
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４ 各事業の概要(県関係事業) 

 

（１）砂防事業 

 本県は総面積9,323k㎡のうち山地、丘陵部等の面積が約７割を占め、最上川、赤川、荒川、

阿武隈川水系などの各支流は、流路が短く急勾配を呈しており、地質も脆弱で土砂の流出が 

多い。 

 本県における砂防事業は、大正５年、尾花沢市丹生川支川河原沢川（現中沢川）及び米沢市

大樽川流域で植林を中心とした山腹工により始まり、以来逐年施行を続けてきた。 

 本県における土石流危険渓流数は2,216渓流（うち県土整備部所管は1,842渓流）であるが、

整備率（整備土砂量換算）は24.9％（平成31年3月末現在）と未だ低いことから、通常砂防事

業、火山砂防事業を主体としてハード対策を推進している。また、自然環境に配慮すべく、平

成11年度までに本県における渓流環境整備計画を策定し、その基本理念・方針に基づき生態系

にやさしい砂防事業を展開している。なお、砂防事業は、砂防法第２条の規定に基づき、砂防

指定地内で実施することとされており、平成31年3月末現在、砂防指定地は1,986箇所で、その

面積は18,720haに及んでいる。 

  災害対策については、昭和62年８月の集中豪雨による温海町災害に対して実施した砂防激甚

災害対策特別緊急事業（鶴岡市[旧温海町]S63～H２年度）や災害関連緊急砂防事業（鶴岡市[旧

温海町]H７、山辺町H８、朝日町H９、南陽市他H10、山形市H11、大江町H12・寒河江市他H14、

朝日町他H17、米沢市H18、山形市H19、鶴岡市H21、朝日町H22等）において復旧対策を実施し

た。 

  また、ソフト対策については、土砂災害情報 

 周知（土砂災害危険箇所図、火山防災マップ等） 

 のための情報基盤緊急整備事業を実施し、ハード 

 ・ソフト一体となった総合的な土砂災害防止対策 

の推進を展開している。 

    

 

 

 

 

 

 

 

最近10年における砂防事業費の推移                                 (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注1) 平成30年度までの事業費は最終額、平成31年度は当初予算額である。 

(注2) 総合流域防災事業（施設調査）はすべて砂防に計上。  

シノ子沢砂防えん堤（河北町） 

 

年度 直轄 補助 単独 計

22 3,695,297 2,001,352 439,300 6,135,949

23 3,658,970 812,687 495,183 4,966,840

24 4,249,880 1,626,170 864,700 6,740,750

25 3,649,500 1,107,425 1,571,000 6,327,925

26 3,971,000 868,349 1,092,900 5,932,249

27 4,309,000 1,060,661 820,800 6,190,461

28 4,805,000 1,989,256 815,400 7,609,656

29 4,795,000 2,449,242 831,600 8,075,842

30 4,707,000 1,701,900 778,700 7,187,600

31 3,967,100 1,409,110 1,000,500 6,376,710
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（２）地すべり対策事業 

 本県における地すべり現象は、古来より各所に発生していたがその記録は少なく、また現在

その移動を休止している箇所も多く、その形態が地すべりとも山崩れとも判別のつかないもの

もある。平成10年度に総点検を実施した結果、県土整備部所管の地すべり危険箇所は230箇所

となっており、平成31年3月末まで地すべり防止区域として指定されているのは99箇所、面積

は約5,240haとなっている。 

 これを水系別に見ると銅山川・角川水系に一番多く分布し、次に立谷沢川・赤川・梵字川水

系、さらに県南の白川・荒川水系に数多く分布しており、その他白鷹山系の一部、出羽丘陵摩

耶山系の北西部などに散在している。 

 公共地すべり対策事業としては、昭和27年に飯豊町菅沼及び戸沢村古口地区において、総額

200万円をもって地下水排除工、杭柵工を施行したのが最初である。 

 以来、公共地すべり対策事業費(補助)は平成30年度末までおよそ490億円に達している。地

すべり防止工法としては、集水井工・横ボーリング工・排水トンネル工等の抑制工および鋼管

杭工・アンカー工・擁壁工等の抑止工を実施しており、本県においては抑制工の占める割合が

大きい。 

 また公共事業（国庫補助）の他に昭和36年度から県単独地すべり対策事業を実施している。 

 

     最近10年における地すべり事業費の推移                   

             (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      (注)平成30年度までの事業費は最終額、平成31年度は当初内示額である。 

 

 

 

 

 

被災状況 完成状況 

上絵馬河災害関連緊急地すべり対策事業（鮭川村） 

年　度 直　　轄 補　　助 県　　単 計

22 836,000 248,800 32,000 1,116,800

23 1,042,585 393,138 169,000 1,604,723

24 1,120,000 390,164 240,400 1,750,564

25 1,077,000 466,997 335,000 1,878,997

26 1,121,000 165,901 188,900 1,475,801

27 901,000 754,284 139,000 1,794,284

28 1,101,000 115,500 157,800 1,374,300

29 1,001,000 136,400 144,000 1,281,400

30 931,000 178,500 249,763 1,359,263

31 838,000 109,200 75,026 1,022,226  
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（３）急傾斜地崩壊対策事業 

 わが国においては、豪雨のたびに急傾斜地の崩壊（いわゆるがけ崩れ）が発生し、多くの人

命、財産が失われている。この様な事態に対処し、急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命

を守るため、昭和44年７月｢急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律｣が制定された。こ

の法律に基づき本県においても昭和44年12月「山形県急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す

る法律施行細則」が施行され、急傾斜地災害に対し、行政上必要な措置がとられており、その

成果をあげつつある状況である。 

 県内には、急傾斜地崩壊危険箇所が1,325箇所あり、これらの箇所の対策として急傾斜地法

に基づく急傾斜地崩壊危険区域の指定促進、周辺の土地利用規制、警戒避難体制の整備、がけ

崩れ災害防止意識の啓蒙、がけ地近接危険住宅移転事業等の諸対策を促進する一方、急傾斜地

崩壊防止工事について整備を促進していく計画である。 

 急傾斜地崩壊危険区域として指定された箇所は、平成31年3月末現在320箇所となっているが、

今後さらに指定を促進する。 

 急傾斜地崩壊危険区域として指定した箇所のうち、昭和45年度から過去に被害のあった箇所

等危険度の高いものから擁壁工、法面工等の工事を進めており、平成30年度まで公共事業及び、

県単独事業で321箇所概成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岳の腰急傾斜地崩壊対策事業 （鶴岡市：完了直後撮影） 

 

最近10年における急傾斜地崩壊対策事業費の推移                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 平成30年度までの事業費は最終額、平成31年度は当初内示額である。 

 

年　度 補　　助 県　　単 計

22 521,012 312,300 833,312

23 451,902 393,500 845,402

24 621,660 647,200 1,268,860

25 358,365 724,950 1,083,315

26 321,300 622,300 943,600

27 183,485 438,600 622,085

28 596,773 392,200 988,973

29 325,278 335,012 660,290

30 281,400 406,200 687,600

31 256,200 514,900 771,100  

(単位：千円) 
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（４）雪崩対策事業 

 本県は豪雪地帯に指定されており、特に山間部の集落は大雪にみまわれ、雪崩の危険を感じ

ている人々は少なくない。雪崩はひとたび発生すると、その破壊力、災害規模の大きさの面か

ら甚大な被害を与え、住民にとって大きな脅威である。これに対処するため、本県では昭和62

年度より事業を実施している。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

５ 国直轄事業 

 国直轄砂防事業は、砂防設備が他府県に跨る場合、或いは工事規模が大きい場合等に実施され

るものである。県内では現在、最上川、赤川、荒川、阿武隈川の４水系において実施されており、

担当する国の機関は次のとおりである。 

水 系 名 国 の 機 関 名 

最上川・赤川 国土交通省東北地方整備局新庄河川事務所 

荒    川 国土交通省北陸地方整備局飯豊山系砂防事務所 

阿 武 隈 川 国土交通省東北地方整備局福島河川国道事務所 

 

（１）最上川水系 

 最上川水系の直轄砂防事業は、昭和12年立谷沢川に着手以来、銅山川、寒河江川、角川、鮭

川、立谷沢川の各河川で実施されている。 

 地すべり対策事業は、黒渕地区（戸沢村）、平根地区（戸沢村）及び豊牧地区（大蔵村）の

直轄地すべり防止工事が完了しており、月山地区（西川町志津）が事業実施中である。 

〈事業実施状況〉                                             (単位：百万円) 

事 業 別 
平成30年度 平成31年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 13 2,802 15 2,906 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 13 2,802 15 2,906  

  (注) 事業費は、平成30年度は精算額、平成31年度は当初内示額である。 

   (注) 月山地区地すべり（田麦俣、志津）について、志津分は赤川水系に計上している。 

柳渕雪崩対策事業（大蔵村）H22 概成 

 

年　度 補　　助

22 58,798

23 33,599

24 27,300

25 26,200

26 21,000

27 23,100

28 21,000

29 0

30 0

31 0

 

（注） 平成30年度までの事業費は最終額 

平成 31 年度は当初内示額である 

雪崩対策事業費の推移  (単位：千円) 
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（２）赤川水系 

 赤川水系は従来県施行として実施されていたが、国において流域全体について総合的な砂防

基本計画を策定し、昭和58年国直轄施行区域に編入され、昭和62年度より着工された。 

 また、平成21年度には直轄地すべり対策事業として、月山地区（鶴岡市田麦俣）が採択され

事業実施中である。 

 

      〈事業実施状況〉                                             (単位：百万円) 

事 業 別 
平成30年度 平成31年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 4 951 5 1,108 砂防堰堤工 

地すべり 1 931 1 838 集水井工 

      計 5 1,882 6 1,946  

(注) 事業費は、平成30年度は精算額、平成31年度は当初内示額である。 

 (注) 月山地区地すべり（田麦俣、志津）について、志津分も赤川水系に計上している。 

 

（３）荒川水系 

 荒川水系は、昭和42年８月28～29日発生の羽越豪雨による大災害を契機として、昭和44年に

国直轄施行区域に編入された。同年４月砂防工事事務所が設置され、直ちに砂防工事を実施し、

現在に至っている。荒川水系のうち本県に係る主な幹川は、荒川本川、玉川、横川である。 

  〈事業実施状況〉                                              (単位：百万円) 

事 業 別 
平成30年度 平成31年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 7 864 6 882 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 7 864 6 882  

(注)事業費には、新潟県負担分を含む。 

(注) 事業費は、平成30年度は精算額、平成31年度は当初内示額である。 

（４）阿武隈川水系 

 阿武隈川水系のうち本県に係る松川は、昭和25年国直轄に編入され、松川支川前川において

砂防工事を実施中である。  

  〈事業実施状況〉                                              (単位：百万円) 

事 業 別 
平成30年度 平成31年度 

摘   要 

箇所数 事 業 費 箇所数 事 業 費 

砂防 1 90 1 102 砂防堰堤工 

地すべり - - - -  

      計 1 90 1 102  

(注)事業費には、福島県負担分を含む。 

(注) 事業費は、平成30年度は精算額、平成31年度は当初内示額である。 
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６ 各指定地の管理 

 

 地すべり防止施設等の施設管理に万全を期すとともに、砂防指定地・地すべり防止区域・急傾

斜地崩壊危険区域内における掘削、切土など不法行為による人的災害を防止するため監視体制の

強化を図る等管理の徹底に努める。 

 

（１）砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域の指定状況(平成31年3月末現在) 

(面積単位：ha) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 地すべり防止区域は農林水産省所管、林野庁所管分を除く。 

 

（２）地すべり急傾斜地等の巡視員の設置 

指定地の適正な管理の一環として、巡視・点検活動は不可欠なものである。付近の居住者で、

かつ地元の実情に精通している方を巡視活動に活用することは、適正な管理につながるもので

ある。 

 この趣旨により、昭和54年より｢山形県地すべり急傾斜地等巡視員設置要綱｣を定め、地すべ

り防止区域及び急傾斜地崩壊危険区域の巡視の強化を図っている。 

 平成31年度においては、地すべり防止区域99箇所(直轄を除く)、急傾斜地崩壊危険区域320

箇所を対象として、341名の巡視員を委嘱している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

箇所数 面　積 箇所数 面　積 箇所数 面　積 箇所数 面　積

村山総合支庁 225 1,725.20 12 462.46 20 27.65 257 2,215.31

村山総合支庁(西村山) 235 1,218.00 15 892.79 52 105.83 302 2,216.62

村山総合支庁(北村山) 173 1,014.91 7 153.43 23 41.49 203 1,209.83

最上総合支庁 377 2,493.80 28 1,951.66 67 105.09 472 4,550.55

置賜総合支庁 166 1,238.46 11 363.41 20 36.63 197 1,638.50

置賜総合支庁(西置賜) 284 2,564.64 9 396.53 14 26.38 307 2,987.55

庄内総合支庁 526 8,465.29 17 1,020.03 124 169.52 667 9,654.84

計 1,986 18,720.30 99 5,240.31 320 512.59 2,405 24,473.20

面　積　比

合　　計

76.5% 21.4% 2.1% 100.0%

公　所　別
砂　　防 地すべり 急傾斜地

118



７ 災害復旧事業 

 

本県における国土交通省所管の公共土木施設災害については、毎年融雪や豪雨等により発生し

ているが、特に被害が大きかったものとしては、昭和42年の羽越水害、44年の８．８災害、49年

の８．１災害、50年の県北水害及び51年の８．６災害、62年の温海災害、平成７年の温海災害、

13年の異常低温災害、16年の豪雨及び台風災害、18年・24年の異常低温災害、25年・26年２年続

けての豪雨災害、30年の８月豪雨災害がある。 

過去10年の主な災害復旧の決定工事（別表１）をみると、平成21年は、融雪並びに台風による

災害の発生が無く、平成に入ってから最少の決定工事額（港湾災害除く）となった。 

平成24年は、冬型の気圧配置が強く寒気の影響を受けやすかったため、冬の平均気温が低く、

低温により道路の地盤が凍結した結果、道路のひび割れ、盛り上がり、沈下など凍上災害が発生

した。その他、４月低気圧の影響による風浪災害、大蔵村南山地内（肘折）での地すべり災害に

よる主要地方道戸沢大蔵線の崩壊・一級河川銅山川の一部埋塞などにより決定額が129億99百万

円となった。 

平成25年は、７月に入り低気圧や梅雨前線の影響から断続的に雨が降り、県内全域で甚大な被

害が生じ、県民生活や経済活動に多大な影響が及んだ。この一連の豪雨により、公共土木施設に

大きな被害が出たとして、西川町、大江町で局地激甚災害に指定された。 

平成26年は、７月９～10日にかけて、東北地方に停滞する梅雨前線に向かって、台風第８号か

ら暖かく湿った空気が流れ込み、大気の状態が不安定となり、雷を伴う非常に激しい雨が降り、

２年続けて記録的な豪雨に見舞われ、県南部を中心に河川の氾濫や土砂災害等が発生した。 

平成27年は、９月６～11日にかけ、台風18号及び豪雨により、奥羽山系沿いの最上・北村山・

村山・置賜で災害が発生した。 

平成28年は、８月22～23日にかけて県内を縦断した台風９号により、西村山を除く全域で大雨

となり、最上地域を中心に災害が発生した。このうち、大蔵村が激甚災害に指定された。 

平成29年は、融雪並びに台風による災害の発生が少なく、平成に入ってから最少の箇所数とな

った。 

平成30年は、８月に東北地方に停滞する前線に向かって、暖かく湿った空気が流れ込み、大気

の状態が不安定となり、非常に激しい雨が降り、記録的な豪雨に見舞われ、最上地域を中心に甚

大な災害が発生した。この豪雨により、公共土木施設に大きな被害が出たとして、舟形町、大蔵

村が局地激甚災害に指定された。 

また、負担法の対象外である小規模な災害については県単独の災害復旧事業を実施している。 

河川環境の保全については、平成９年に河川法が改正され、河川管理の目的に「河川環境の整備と

保全」が位置づけられたことにより、災害復旧事業の施工に際しても自然の生態系、水と緑の景観、

川と人の触れ合い等の環境に配慮することとなった。このため、平成 10 年に国土交通省河川局はコ

スト縮減も考慮しつつ自然の回復力によって、自然環境の保全が可能となるような工夫を選択する技

術指針として「美しい山河を守る災害復旧基本方針」を策定（平成 30 年 6 月改訂）した。本県でも

11 年災からは、基本方針の理念を尊重し、地域特性等に配慮する県版基本方針を策定して復旧工事を

実施している。 
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８ 改良復旧事業 

 

被害が激甚で災害復旧事業のみではその効果が十分でない場合には、未被災施設を含む一連の

施設について、一定の計画に基づき災害復旧費に改良費を加えて改良復旧事業を行い、再度災害

の防止を図ることとしている。改良復旧事業はその規模や工種により災害関連事業と災害復旧助

成事業に大別される。 

改良復旧事業は、通常の治水事業とは別枠で予算措置され、しかも短期間に工事を完成させる

ことができるものであることから、現下の厳しい財政状況のなか、社会資本の整備を図っていく

うえで積極的に制度を活用していく必要がある。 

 

（１）災害関連事業 

災害関連事業の制度は昭和29年８月に創設されたが、本県では昭和31年に発生した災害から

採択を受けている。現在までに実施した災害関連事業は、県工事と市町村工事とを合わせて38

8箇所になっており、県土の安全と環境の保全に寄与している。 

 

（２）災害復旧助成事業 

災害復旧助成事業は、河川又は海岸に係る災害関連事業で改良費が６億円を超えるものであ

る。本県では昭和23年に升形川で発生した災害から採択されて以来、54年の大山川での災害ま

で32件が採択されている。採択箇所の多かった年としては、昭和46年(田沢川ほか４箇所)、49

年(升形川ほか４箇所)、50年(真室川下流ほか４箇所)及び51年(角川ほか３箇所)がある。 

 

別表１ 過去１０年の主な災害復旧の決定工事 (国土交通省所管補助災害分)               （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

箇所数 決定工事費
初年度

復旧進度 箇所数 決定工事費
初年度

復旧進度 箇所数 決定工事費
初年度

復旧進度

H21 20 156,984 81.9% 4 10,622 106.9% 24 167,606 83.5%
梅雨前線豪雨　　22件
企業局負担分(1,975千円)含む

H22 77 659,450 77.8% 46 221,255 96.0% 123 880,705 82.4%
豪雨　119件、梅雨前線豪雨　3件、
地すべり 1件

176 2,174,015 84.9% 102 464,903 80.9% 278 2,638,918 84.1%
地震災29件凍上災9件降雪災19件豪

雨災等221件（内転属額除く）

(1) （5,283） (1) -5,283 ( )は、港湾災害で内数

254 8,546,490 80.2% 296 4,452,312 94.2% 550 12,998,802 85.2%
雪崩災1件、凍上災 490件、風浪災
9件、下水道災（大蔵村）1件

(３) （581,217） (３) （581,217） ( )は、港湾災害で内数

H25 334 5,898,008 87.9% 266 1,724,656 78.4% 600 7,622,664 86.0%
雪崩災 2件、地すべり1件、7月豪
雨596件、台風1件

166 5,872,565 86.6% 77 1,301,099 78.7% 243 7,173,664 86.0%
地すべり5件、7月豪雨230件、豪雨6件、落雷1

件、港湾1件(内未成を含む)

(1) (6,573) (1) (6,573) ( )は、公園災害で内数

(1) （162,796） (1) （162,796） ( )は、港湾災害で内数

51 1,755,327 88.4% 17 114,629 69.9% 68 1,869,956 86.9% 港湾1件、地すべり3件、豪雨64件

(1) (314,707) (1) (314,707) ( )は、港湾災害で内数

H28 105 2,553,806 85.9% 42 390,495 81.0% 147 2,944,301 85.0%
豪雨4件、台風7号3件、台風9号90
件、台風10号8件

H29 9 208,135 85.0% 5 46,295 113.1% 14 254,430 89.8%
融雪1件、地すべり1件、梅雨前線
豪雨8件、台風21号2件

419 8,827,376 85.1% 203 1,678,902 83.4% 622 10,506,278 84.8% 地すべり1件、豪雨621件

(1) (5,418) (100.0%) (1) (5,418) (100.0%) ( ）は、下水道災害で内数

摘　　　要
市町村工事県　　工　　事 合　　　　　　計

H23

H24

H26

H27

年　災

H30
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別表２ 災害関連事業推移表 〔県・市町村工事の計〕                             (単位：千円) 

年災 種  別 本 数 事 業 費 
内   訳 

災 害 費 関 連 費 他  費 

２ 河 川 ２ 164,435 97,063 67,372  

３ 河 川 ４ 633,115 344,435 288,680  

４ 河 川 １ 435,384 250,495 184,889  

５ 

河 川 ２ 320,523 187,908 132,615  

道 路 １ 231,662 157,013 74,649  

地すべり １ 239,078 115,357 123,721  

６ 河 川 １ 87,229 44,126 43,103  

７ 河 川 １ 1,220,883 757,340 463,543  

１０ 河 川 ２ 519,880 278,887 240,993  

１１ 河 川 ４ 1,228,017 616,199 611,818  

１６ 河 川 ２ 260,283 140,633 119,650  

１７ 河 川 １ 193,276 127,099 66,177  

２５ 河 川 
３ 

(吉野川はH26災へ移属) 

818,455 415,030 403,425  

２６ 
河 川 

２ 

[ ]は内未成 

1,432,375 

[259,773] 

699,873 

[147,191] 

653,215 

[112,582] 

79,287 

 

道 路 １ 862,424 386,519 384,789 91,116 

２８ 河 川 １ 1,167,401 608,806 558,595  

※事業費は、当初決定額である。 

 

別表３ 災害助成事業推移表                                                    (単位：千円) 

年災 種  別 河 川 名 事 業 費 
内    訳 

災 害 費 関 連 費 

４９ 

河  川 牛房野川 746,117 375,117 371,000 

河  川 野尻川 967,775 426,775 541,000 

河  川 荒沢川 446,983 211,983 235,000 

河  川 升形川 1,121,730 471,730 650,000 

河  川 新田川 1,106,085 500,085 606,000 

５０ 

河  川 真室川(下) 1,889,891 829,891 1,060,000 

河  川 真室川(上) 705,687 335,687 370,000 

河  川 小又川 1,374,213 614,213 760,000 

河  川 戸沢川 610,935 310,935 300,000 

河  川 猪の沢川 597,224 317,224 280,000 

５１ 

河  川 角川 2,249,735 1,199,735 1,050,000 

河  川 京田川 693,710 413,710 280,000 

河  川 藤島川 1,589,122 779,122 810,000 

河  川 大戸川 770,933 390,933 380,000 

５３ 河  川 黒川 2,516,715 1,048,915 1,468,000 

５４ 河  川 大山川 1,871,193 580,193 1,291,000 

※事業費は、当初決定額である。 

121




